
 

 

 

平成２７事業年度財務諸表 

 

（ 保 険 勘 定 ） 

 



（保険勘定） （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 60,615,477
金銭の信託 74,273,673,561

流動資産合計 74,334,289,038
Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産 0
建物 432,510
減価償却累計額 △ 126,577 305,933

車両運搬具 177,136
減価償却累計額 △ 170,049 7,087

工具器具備品 9,504,264
減価償却累計額 △ 3,851,306 5,652,958

有形固定資産合計 5,965,978
2 無形固定資産

ソフトウェア 150,242
無形固定資産合計 150,242
固定資産合計 6,116,220
資産合計 74,340,405,258

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 12,922,690
未払金 5,746,726
預り金 453,029
その他 1,018,068

流動負債合計 20,140,513
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 1,655,844

その他（長期リース債務） 3,442,308
固定負債合計 5,098,152 5,098,152

Ⅲ 法令に基づく引当金等 0
心身障害者扶養保険責任準備金 77,131,450,253

法令に基づく引当金等合計 77,131,450,253
負債合計 77,156,688,918

純資産の部 0
Ⅰ 繰越欠損金

当期未処理損失 △ 2,816,283,660
（うち当期総利益） (111,407,037)
繰越欠損金合計 △ 2,816,283,660
純資産合計 △ 2,816,283,660
負債純資産合計 74,340,405,258

金      額科      目

貸  借  対  照  表
（平成28年3月31日）



（保険勘定） （単位：円）
金　　額

経常費用
心身障害者扶養保険業務費

人件費 46,311,852
支払保険料 7,544,629,600
給付金 13,302,185,000
心身障害者扶養保険業務経費 19,504,664
減価償却費（扶養保険業務経費） 1,036,825 20,913,667,941

一般管理費
人件費 24,884,305
管理経費 8,522,874
減価償却費（一般管理費） 458,575 33,865,754

雑損 6,502 6,502
経常費用合計 20,947,540,197

経常収益
運営費交付金収益 99,825,793
心身障害者扶養保険事業収入

受取保険料 7,544,629,600
保険金 11,281,065,000
金銭の信託等運用益 880,568,588 19,706,263,188

資産見返運営費交付金戻入 871,937
雑益 27,867
経常収益合計 19,806,988,785

経常損失 1,140,551,412
臨時利益

心身障害者扶養保険責任準備金戻入益 1,251,958,449 1,251,958,449
当期純利益 111,407,037
当期総利益 111,407,037当期純利益

損  益  計  算  書
（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

科　　目



（保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

心身障害者扶養保険に係る保険料納付による支出 △ 7,544,629,600

心身障害者扶養保険に係る給付金による支出 △ 13,302,185,000

人件費支出 △ 71,287,065

その他の業務支出 △ 29,438,238

運営費交付金収入 105,394,000

心身障害者扶養保険に係る保険料受取による収入 7,544,629,600

心身障害者扶養保険に係る保険金受取による収入 11,281,065,000

その他の業務収入 27,867

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,016,423,436

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 186,910

金銭の信託の増加による支出 △ 11,193,700,000

金銭の信託の減少による収入 13,214,820,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,020,933,090

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の償還による支出 △ 629,965

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 629,965

Ⅳ 資金増加額 3,879,689

Ⅴ 資金期首残高 56,735,788

Ⅵ 資金期末残高 60,615,477

区 分 金 額

キャッシュ・フロー計算書
（平成27年4月1日～平成28年3月31日）



（保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 2,816,283,660

当期総利益 111,407,037

前期繰越欠損金 2,927,690,697

Ⅱ 損失処理額 －

Ⅲ 次期繰越欠損金 2,816,283,660

科 目

損失の処理に関する書類 
（平成28年9月29日）

金 額



(保険勘定) (単位：円)

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

心身障害者扶養保険業務費 20,913,667,941

一般管理費 33,865,754

雑損 6,502 20,947,540,197

(2) （控除）自己収入等

心身障害者扶養保険事業収入 △ 19,706,263,188

雑益 △ 27,867 △ 19,706,291,055

業務費用合計 1,241,249,142

Ⅱ 損益外減価償却相当額 －

Ⅲ 損益外減損損失相当額 －

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 －

Ⅴ 引当外賞与見積額 △ 111,609

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 △ 5,666,450

Ⅶ 機会費用

　政府出資等の機会費用 －

Ⅷ 行政サービス実施コスト 1,235,471,083

行政サービス実施コスト計算書
（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

科 目 金            額



注記 
 
１．重要な会計方針 

（１）運営費交付金収益の計上基準 
      事業の性格上、国の政策に即して柔軟かつ継続的に業務運営を実施する必要があるとともに、年度

途中において景気の変動等を要因とした業務量の変化や新たな業務の取組みが求められることから、

年度計画において業務の達成度を測る定量的指標を設定すること、また、一定の期間の経過を業務の

進行と見なすことが困難であるため、業務達成基準及び期間進行基準を採用せずに、費用進行基準を

採用しております。 
      なお、独立行政法人会計基準（平成27年 1月 27日（以下、「会計基準」という。））第81において、

運営費交付金の収益化について、原則、業務達成基準により行う、とされておりますが、独立行政法

人会計基準の改定について（平成 27年 1月 27 日独立行政法人会計基準研究会、財政制度等審議会、

財政制度分科会、法制・公会計部会）に基づき、基準変更に伴う準備期間確保のため平成27事業年度

においては経過措置を適用しております。 

（２）減価償却の会計処理方法 
  ① 有形固定資産 
     定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりとなっております。 
        建物              15 年 
        車両運搬具        6 年 
        工具器具備品      3 ～ 10 年 
  ② 無形固定資産 
      定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可

能期間（5年）に基づいております。 

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計

上しておりません。企業年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により企業年金

基金への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は

計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基づ

き計算された退職一時金等に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

（４）法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準 
心身障害者扶養保険責任準備金については、独立行政法人福祉医療機構の業務運営、財務及び会計

並びに人事管理に関する省令（平成15年厚生労働省令第148号）及び独立行政法人福祉医療機構の業

務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める算定の方法

について（平成20年 3月 28日社援発第0328068号厚生労働省社会・援護局長通知）に基づき算出し

た額を計上しております。 

（５）賞与引当金の計上基準 
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。 

（６）金銭の信託の評価基準及び評価方法 
時価法に基づき評価額を算出しております。 

 



（７）リース取引の処理方法 

リース料総額が3,000,000 円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理としております。 

リース料総額が3,000,000 円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理としております。 

（８）消費税等の会計処理 
      消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 
 

２．重要な債務負担行為 
     該当事項はありません。 
 
３．重要な後発事象 
   該当事項はありません。 
 

４．固有の表示科目の内容 

勘定科目 内   容 

心身障害者扶養保険責任準備金 

独立行政法人福祉医療機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理

に関する省令（平成15年厚生労働省令第148号）第15条第 2号の規

定に基づき、事業年度末現在における年金受給者について将来支給す

る年金の現価相当額から、当該年金受給者に係る年金の支払いに充当

すべき将来の保険金収入の現価相当額を控除した額を、毎事業年度末

において心身障害者扶養保険責任準備金として計上しております。 

支払保険料 
生命保険会社に支払う基本保険料及び特例基本保険料を計上してお

ります。 

給付金 

・保険加入者（保護者）の死亡により障害者に支払う年金 

・保険契約を1年以上継続して、保険加入者の生存中に障害者が死亡

した場合又は契約を脱退した場合の支払保険金（弔慰金給付保険

金） 

・当機構と地方公共団体が締結する「特別弔慰金給付金の支給に関す

る協定書」に規定する特別支給の要件に該当した場合に保険加入者

が扶養していた障害者に対して支給する特別弔慰金（特別弔慰金給

付金） 

以上の合計額を計上しております。 

受取保険料 

・都道府県、指定都市からの受取保険料収入 

・都道府県、指定都市からの特例受取保険料収入 

以上の合計額を計上しております。 

保険金 

・保険加入者（保護者）が死亡した場合の生命保険会社からの保険金

収入 

・都道府県、指定都市からの特例保険金収入 

・弔慰金給付保険金支払いのための生命保険会社からの受入金 

・特別弔慰金給付金支払いのための生命保険会社からの受入金  

以上の合計額を計上しております。 



心身障害者扶養保険責任準備金

戻入益 

心身障害者扶養保険責任準備金への当該事業年度の戻入額を計上し

ております。 

 
５．貸借対照表関係 

（１）退職給付引当金の見積額  116,542,988 円 

（２）賞与引当金の見積額     5,162,181 円 

６．キャッシュ・フロー計算書関係 

 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 60,615,477円 

資金の期末残高  60,615,477円 

 

７．行政サービス実施コスト計算書関係 

 引当外退職給付増加見積額△5,666,450円のうち、国からの出向職員に係る額は242,978円です。 

 

８．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

（独立行政法人改革等に関する基本的な方針について） 

 独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年 12月 24日閣議決定）において、独立行政法人制

度を導入した本来の趣旨に則り、法人の政策実施機能の最大化と官の肥大化防止・スリム化の両立を図る

ことを目的として、法人共通の制度、運用の見直しについて、講ずべき措置が取りまとめられたほか、当

機構について講ずべき措置として次の内容が定められ、第186回及び第189回国会にて法案が審議され成

立しております。 

 【福祉医療機構】 

○ 中期目標管理型の法人とする。（第186回国会 閣第 78号） 

○ 財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を図る

とともに、福祉貸付事業及び医療貸付事業については、金融庁検査を導入する。（第189回国会 閣

第 23号） 

○ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務について、資金の効率的運用の観点から、現在年１回とさ

れている回収金の国庫納付を定期的に行えるよう所要の措置を講じる。（第189回国会 閣第23号） 

 
（金融商品の時価関係） 

ア 金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針    

    当勘定は、独立行政法人福祉医療機構法（平成14年法律第166号。以下、「機構法」という。）第

12条に基づき、心身障害者扶養保険事業を実施しております。この事業を実施するため、心身障害

者扶養保険資金を設けております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 
   当勘定が保有する金融資産は、主として金銭の信託であり、発行体における信用リスク及び市場

価格の変動リスクに晒されておりますが、心身障害者扶養保険資金の運用は機構法第12条第 6項の

規定に基づく方法に限定されております。 

 



（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当勘定は、金銭の信託の原資となる生命保険会社からの保険金について、生命保険会社の決算報

告等により四半期ごとに各社の運用実績等を把握し、その内容を内部検証するとともに、外部有識

者等からなる心身障害者扶養保険事業財務状況検討会において確認等の検証を行っております。 
② 市場リスクの管理 

  価格変動リスクの管理 

当勘定は、金銭の信託について、心身障害者扶養保険資産運用委員会において分散投資等の運用

ルールを設定するとともに、毎月、資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況を

把握し、あらかじめ設定した乖離許容幅内に収まるよう管理しております。 

イ 金融商品の時価等に関する事項      
  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりとなっておりま

す。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 

(2) 金銭の信託 

60 

74,273 

60 

74,273 

－ 

－ 

（注） 金融商品の時価の算定方法 

(1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2) 金銭の信託 

     取引金融機関から提示された価格によっております。 

 
 

 

 



 
 
 
 
 
 

附    属    明    細    書 
 
 
 
 
 
 

 



１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（｢第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理｣による損益外減価償却相当額も含む｡）の明細

２　法令に基づく引当金等の明細
（単位：円）

（注）

(注) 根拠となった法令及び計上の基準については、重要な会計方針（４）を参照してください。

３　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２７年度交付分

（単位：円）

100,092,782 12,922,690－

－
－
－

－
－
－

区 分

計 －

　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)
資産見返運営費交付金
資 本 剰 余 金

　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)
資産見返運営費交付金
資 本 剰 余 金

期間進行基準
による振替額

区　　　　分 期首残高

当 期 振 替 額

－ 1,251,958,449
当期減少額

交付年度

心 身 障 害 者 扶 養 保 険 責 任 準 備 金
期末残高

平成２５年度 7,621,472

期 首 残 高

平成２７年度 －
平成２６年度 －

摘 要
77,131,450,25378,383,408,702

当期増加額

期 末 残 高運営費交付金
収 益

資 産 見 返
運営費交付金

資本剰余金 小 計
運営費交付金
当 期 交 付 額

7,621,472

266,989 － 100,092,782 5,301,218

－ － －

105,394,000 99,825,793
－ － － － － －
－ －

266,989合 計 7,621,472 105,394,000 99,825,793

運 営 費 交 付 金 収 益

業務達成基準
による振替額

内 訳金 額

運 営 費 交 付 金 収 益

（単位：円）

無 形 固 定 資 産
654,998 102,224 150,242

ソ フ ト ウ ェ ア
(償 却費 損益 内) 805,240 － － 805,240

5,652,958

計 4,919,041 5,357,330 162,461 10,113,910 4,147,932 1,393,176 5,965,978

工 具 器 具 備 品 4,496,305 5,170,420 162,461 9,504,264 3,851,306 1,370,552

車 両 運 搬 具 177,136 － － 177,136 170,049 1,772 7,087

432,510 126,577 20,852 305,933

差引当期末
残　　　高

摘要

当 期 償 却 額

有 形 固 定 資 産
(償 却費 損益 内)

建 物 245,600 186,910 －

資 産 の 種 類
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

減 価 償 却 累 計 額

（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

－

－

①当該業務にかかる損益等
　ァ）損益計算書に計上した費用の額：99,853,660円
　　　（心身障害者扶養保険業務費：66,244,797円、一般管理費：33,608,863円）
　ィ）自己収入に係る収益計上額：27,867円
　　　（雑益：27,867円）
　ウ）固定資産の取得額：266,989円
　　　（建物：186,910円、工具器具備品：80,079円）
②運営費交付金の振替額の積算根拠
　損益計算書上の費用と自己収入に係る収益の差引相当額を運営費交付金収益に計上する
　こととしております。

　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)
資 本 剰 余 金による振替額

金 額

合 計 100,092,782

資産見返運営費交付金 266,989

資 本 剰 余 金 －

計 100,092,782

　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)－

計 7,621,472

平成２５年度

業務達成基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－ －

費用進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

心 身 障 害 者
扶 養 保 険 業 務

5,056,509
○ 運営費交付金債務残高の発生理由は、効率的な経費の執行に努めたこと等に伴い、
運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。（注：運
営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしております。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実
施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はありま
せん。
○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収
益化する予定です。

一 般 管 理 費 2,564,963

小 計 7,621,472

交付年度
運 営 費 交 付 金 債 務 残 高

残高の発生理由及び収益化等の計画
業　務　等　区　分

計

費用進行基準
による振替額

運 営 費 交 付 金 収 益 99,825,793

－



４　役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、千円未満切捨て、人）

　　(注) １  役員に対する給与等の支給基準の概要
　　　　　　 役員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構役員給与規程等に基づき、適正額を支給しております。
　　　　 ２　職員に対する給与等の支給基準の概要
　　　　　　 職員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構職員給与規程等に基づき、各職員の職能に応じて適正額を支給しております。
　　　　 ３　職員等の給与の｢支給人員｣数は、年間平均支給人員数を記載しております。
　　　　 ４　()は非常勤の役員及び職員に対するもので外数です。

５　セグメント情報

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

58,873 6.63 1,089 0.21
合 計

(132) (0.03)

(132) (0.03)

－ 　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)

心 身 障 害 者
扶 養 保 険 業 務

2,237 0.15 264 0.03

計

平成２７年度

業務達成基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－ － 　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－

役 員

3,517,123

一 般 管 理 費 1,784,095

5,301,218

費用進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

○ 運営費交付金債務残高の発生理由は、効率的な経費の執行に努めたこと等に伴い、
運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。（注：運
営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしております。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実
施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はありま
せん。
○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収
益化する予定です。

小 計 5,301,218

56,636 6.48 825 0.18
職 員

（単位：円）

Ⅰ 事業費用、事業収益及び事業損益

　　事業費用

心身障害者扶養保険業務費 66,853,341 20,846,814,600 20,913,667,941

一般管理費 33,865,754 － 33,865,754

雑損 6,502 － 6,502

100,725,597 20,846,814,600 20,947,540,197

区 分 業 務 経 理 給 付 経 理 合 計

計

６　上記以外の主な資産の明細

金銭の信託の明細
（単位：円）

摘 要
当期増加額 当期減少額

区 分 期 首 残 高
信託元本

運 用 損 益

880,568,588 74,273,673,561金 銭 の 信 託 75,414,224,973 11,193,700,000 13,214,820,000

期 末 残 高

100,725,597 20,846,814,600 20,947,540,197

　　事業収益

運営費交付金収益 99,825,793 － 99,825,793

心身障害者扶養保険事業収入 － 19,706,263,188 19,706,263,188

資産見返運営費交付金戻入 871,937 － 871,937

雑益 27,867 － 27,867

100,725,597 19,706,263,188 19,806,988,785

　　事業損益 0 △ 1,140,551,412 △ 1,140,551,412

Ⅱ 総資産

現金及び預金 60,615,477 － 60,615,477

金銭の信託 － 74,273,673,561 74,273,673,561

その他 6,116,220 － 6,116,220

66,731,697 74,273,673,561 74,340,405,258

（注） 1 経理の種類の区分及び内容は以下のとおりです。

（区分方法については、独立行政法人福祉医療機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令に基づいて区分したものです。）

業務経理：業務に関する事務の処理に係る経理

給付経理：その他の経理

2 引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額は以下のとおりです。

業 務 経 理 給 付 経 理 合 計

△ 111,609 － △ 111,609

引当外退職給付増加見積額 △ 5,666,450 － △ 5,666,450

区 分

引当外賞与見積額

計

計

計


